移住 促進 事業 費 補助 金 交 付 要綱 

















(目的 ) 
第 1 本 県 へ の 移住 を 促進 する と と も に 、 移 住 者 の 交流 を 図る た め 、NPO で 地域 づく り 団 体 等 (以下 
「N PO 等 」 と いう 。) が 移住 及び 移住 者 の 交流 の 促進 に よる 地域 活性 化 事業 を 行う 場合 に 要する 経費 
及び 市 町 村 が 空き 家 バ ンク を 活用 し た 移住 促進 事業 を 行う 場合 に 要する 経費 に 対し 、 予 算 の 範囲 内 で 、 
手 県 補助 金 交 付 規 則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 。 以 下 「 規 則 」 と いう 。) 及び この 要綱 に より 補 
助 金 を 交付 する 。 
定義 ) 
第 2 この 要綱 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 用 語 の 意義 は 、 当 該 各 号 に 定め る と ころ に よる 。 
1) NPO 等 と は 、 県 内 に 事務 所 を 有する 特定 非 営利 活動 法人 等 の 法人 及び 地域 づく り 団 体 等 の 任 
意 団体 を いう 。 
) 任意 団体 と は 、 主 に 地域 住民 に よっ て 組織 され 、 集 落 等 地域 の 維持 及び 活性 化 に 係る 取組 を 行 
っ て いる 団体 と し 、 規 約 等 が 定め られ て お り 、 継 続 的 な 活動 が 行わ れ て いる 団体 を いう 。 
3) 空き 家 バ ンク と は 、 市 町 村 が 、 空 き 家 情 報 を 登録 し 、 情 報 提供 する 制度 を いう 。 
4 ) 住宅 と は 、 移 住 者 が 自ら の 居住 の 用 に 供する た め に 購入 又は 賃借 し た 、 空 き 家 バン ク に 登録 さ 
れ て いる 物件 を いう 。 
(補助 対象 事業 、 補 助 対象 経費 及び 補助 額 ) 
第 3 補助 金 の 交付 の 対象 と な る 者 、 補 助 対象 事業 、 補 助 対象 経費 及び 補助 額 は 、 別 表 第 1 の と お り と 
し 、 当 該 補助 金 の 額 に 1, 000 円 未満 の 端数 が 生じ た と き は 、 そ の 端数 を 切り 捨て た 額 と する 。 
(補助 事業 に 要する 経費 の 配分 及び 補助 事業 の 内 容 の 軽微 な 変更 
第 4 規則 第 6 条 第 1 項 第 1 号 及 び 第 2 与 に 規定 する 軽微 な 変更 は 、 次 の 各 号 に 掲げ る 変更 以外 の 変更 
と する 。 
1 ) 事業 内 容 の 重要 な 変更 
2) 補助 金 交 付 額 の 変更 を 伴う 補助 対象 経費 の 変更 
請 の 取 下 期 日 ) 
第 5 規則 第 8 条 第 1 項 に 規定 する 申請 の 取 下 期日 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 通知 を 受領 し た 日 か ら 起 
算 し て 15 日 以内 と する 。 
事業 の 遂行 の 状況 に 係る 報告 ) 
第 6 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 遂行 の 状況 に つい て 、 知 事 が 別に 定め る 日 まで に 、 移 住 促進 事業 費 補 
助 金 遂 行状 況 報告 書 (様式 第 7 号 ) に より 、 知 事 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
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第 7 知事 は 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 補 助 事業 者 に 対し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職 
員 に 、 そ の 事務 所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 帳 簿 書 類 そ の 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 
に 質問 させ る こと が で きる 。 
2 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 全部 又は 一 部 を 補助 金 の 交付 に より 実施 する 場合 に お いて 、 当 該 補助 金 
の 交付 に 当たっ て は 、 知 事 が 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 当 該 補助 金 の 交付 を 受け る 者 に 対し 
て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職員 に 、 そ の 事務 所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 帳 簿 書 類 そ の 他 の 必要 
な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 質問 さむ せる こと が で きる 冒 の 条件 を 附 さ な けれ ば な ら な い 。 

3 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 全部 又は 一 部 を 委託 に より 実施 する 場合 に お いて 、 当 該 委 託 の 業務 を 行 
う 者 と 契約 を 締結 する に 当たっ て は 、 知 事 が 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 当 該 委託 の 業務 を 行 




































































































































































CYS NG 
他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 


な い 。 
(書類 の 整備 等 ) 




















第 8 補助 事業 者 は 、 補 助 
の 日 の 属す る 年 度 の 翌年 




















(前 金 払 ) 











第 9 SS 1 
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業 式 第 8 号 ) 【 


















































邊 助 金 の 前 金 払 を 請 


















































事業 に 係る 補助 金 の 経 


こし た 書類 を 整備 し 、 当 








度 か ら 起 算 し て 5 年 間 




















(消費 税 等 『 仁 入村 に 係る 報告 等 ) 





第 10 補助 事業 者 は 









































する 額 の うち 、 
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等 に 立ち 和信 り 、 帳 簿 書 類 そ の 
A けれ ば な ら 


該 補助 事業 の 完了 








求 し よう と する と き は 、 移 住 
事 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 























、 規 則 第 4 条 の 規定 に 基づき 補助 金 
系 る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 ( 補 



































て 得 た 額 を いう 。 以 下 
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第 12 この 要綱 に 定 
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請 を A 当 8 
消費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 
2 補助 事 業者 は 、 補 

居 の 命令 を 受け て 、 
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書 | 









































この 要綱 は 、 平 成 29 4 


























書類 及び これ に 添付 する 


め る も の の ほか 、 補 助 金 の 取扱 い 等 





平成 28 年 6 月 23 日 か ら 施行 する 。 











E3 月 30 日 か ら 施 行 す る 。 














62 
名 法 (昭和 63 年 法律 第 108 号 ) の また 
きる 部 分 の 金額 と 当該 金額 に 地方 税法 (昭和 25 年 3 
て 得 た 金額 の 合計 額 に 補助 率 (当該 補助 金 
同じ 。) が 明らか で は な いた め 






































の 和 額 を 当該 お 

















請 の 後に 当該 消費 税 等 仕 入 控除 税額 が 明らか ( 
書 (様式 第 9 号 ) 【 
罰金 の 交付 を 受け た 後に に 前 項 の 報告 を し た 場合 は 、 当 該 
前 項 の 報告 に 係る 消費 税 
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に 関し 必要 な 事項 は 、 別 に 定め る 








進 事業 費 補助 金 前 金 払 請求 書 











の 交付 の 申請 を する に 当たっ て 、 当 該 補助 金 に 
E れ る 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 相当 
こ 係る 消費 税額 と し て 控除 で 
A NA 
費 の 額 で 除 し て 得 た 率 の こと を いう 。) を 乗じ 
、 消 費 税 等 仕 入 控除 税額 を 含め て 補助 金 の 交付 の 
に な っ た と き は 、 速 や か に 
に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
告 に よる 知事 の 補助 金 
等 仕 入 控 除 税額 を 返還 し な けれ ば な ら な い 。 
































表 第 2 の と お り と する 。 





別表 第 1 (第 3 関係 ) 




































































By 補助 対象 # 
MM 補助 対象 事業 | 宣 助 素 及び 補助 
NPO 等 NPO 等 が 、 地 域 住民 と と も に 、 主 に | 報償 費 、 旅 | 定額 と する 。 















































県 外 か ら の 移住 及び 移住 者 の 交流 の 促進 費 、 需 用 費 た だ し 、500 千 円 を 上 
の た め に 取り 組む 事業 で 、 次 に 揚げ る も (食糧 費 を | 限 と する 。 
の 除く ) 、 役 務 





















































(1) 移住 者 の サポ ー ト 及び 受入 環境 整備 | 使用 料 及 び 
に 係る 事業 賃借 料 
・ 移住 促進 団体 の 設立 や 住民 計画 策定 
に 係る 勉強 会 の 開催 
・ 移住 に 関す る 連絡 会 議 等 の 開催 等 
OO 
移住 者 の 交流 会 の 開催 
。 地域 の 生活 文化 体験 学習 会 の 実 施 
・ イン ター ンシップ の 実施 
・ 地域 内 外 の 交流 人 口 の 拡大 の 仕組 み 作 
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り 等 
市 町 村 県 外 か ら の 移住 者 (当該 市 町 村 が 補助 負担 金 及 1 2 以内 。 
要件 と し て 定め る 期間 以上 居住 する こと | び 補 助 金 た だ し 、1 事業 あたり 
が 見 込ま れる 場合 に 限る 。) に よる 住宅 改 200 千 円 を 上 限 と する 。 























修 に 要 し た 経費 に 対し 、 市 町 村 が 助成 又 
は 補助 する 事業 
































別表 第 2 (第 11 関係 ) 








補助 対象 事業 者 が NPO 等 の 場合 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































条 項 提出 書類 及び 添付 書類 様式 提出 部 数 提出 期日 
規則 第 4 条 の | 移住 促進 事業 費 補 助 金 交付 | 第 1-1 号 1 部 別に 定め る 。 
規定 に よる 書 | 申請 書 
類 1 同意 書 第 1-2 号 | 1 部 
2 事業 計画 書 第 2 号 1 部 
3 収支 予算 書 第 3 号 
4 その 他 知 事 が 必要 と 認 
め る 書類 
規則 第 6 条 第 | 移住 促進 事業 変更 (中 止 ・ 廃 | 第 4-1 与 1 部 別に 定め る 。 
1 項 第 1 号 、 第 | 止 ) 承認 申請 書 
2 号 及 び 第 3 | 1 事業 計画 書 第 2 号 1 部 
号 の 規定 に よ | 2 収支 予算 書 第 3 号 1 部 
り 承 認 を 受け | 3 その 他 知 事 が 必要 と 認 
る 場合 の 書類 め る 書類 
規則 第 13 条 第 | 移住 促進 事業 費 補助 金 請求 | 第 5-1 与 1 部 事業 を 完了 し た 日 (規則 
1 項 の 規定 に | 書 第 6 条 第 1 項 第 3 号 に 規 
よる 書類 1 事業 実績 報告 書 第 6-1 号 1 部 定 する 事業 の 中 止 又は 廃 
2 成果 等 報告 書 第 6-3 号 | 1 部 止 の 承認 を 受け た 場合 に 
3 収支 決算 書 第 3 号 1 部 は 、 当 該 承認 の 通知 を 受 
4 その 他 知 事 が 必要 と 認 理 し た 日 ) か ら 30 日 以内 
め る 書類 又は 補助 金 の 交付 の 決定 
を 受け た 年 度 の 3 月 31 
日 の いずれ か 早い 日 まで 
補助 対象 事業 者 が 市 町 村 の 場合 
条 項 提出 書類 及び 添付 書類 様式 提出 部 数 提出 期日 
規則 第 4 条 の | 移住 促進 事業 費 補 助 金 交付 | 第 1-3 号 1 部 別に 定め る 。 
規定 に よる 書 | 申請 書 
類 1 その他 知事 が 必要 と 認 
め る 書類 
規則 第 6 条 第 | 移住 促進 事業 変更 (中 止 ・ 廃 | 第 4-2 与 1 部 別に 定め る 。 
1 項 第 1 号 、 第 | 止 ) 承認 申請 書 
2 号 及び 第 3 | 1 その他 知事 が 必要 と 認 
号 の 規定 に よ め る 書類 
り 承認 を 受け 
る 場合 の 書類 
規則 第 13 条 第 | 移住 促進 事業 費 補助 金 請求 | 第 5-2 与 1 部 事業 を 完了 し た 日 (規則 
1 項 の 規定 に | 書 第 6 条 第 1 項 第 3 号 に 規 
よる 書類 1 事業 実績 報告 書 第 6-2 号 1 部 定 す る 事業 の 中 止 又は 廃 
2 その 他 知 事 が 必要 と 認 止 の 承認 を 受け た 場合 に 
め る 書類 は 、 当 該 承認 の 通知 を 受 























理 し た 日 ) か ら 30 日 以内 
又は 補助 金 の 交付 の 決定 
を 受け た 年 度 の 3 
日 の いずれ か 早い 日 まで 
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